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「内部統制システムの基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 28年３月 15日付で開示したとおり、本年５月 27日開催の第 75期定時株

主総会の承認に基づき、監査等委員会設置会社に移行いたしました。 

これに伴い、本日開催の取締役会において内部統制システムに関する基本方針の改定に

ついて決議いたしましたので、改定後の内容についてお知らせいたします。 

 

記 

 

当社は、取締役会において内部統制システムに関する基本方針、すなわち取締役の職務

の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他株式会社の業務並び

に当社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制について定め

ております。その概要は以下のとおりであります。 

 

１．当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制 

当社は、グループ全体のコンプライアンスやリスク管理体制を統括する内部統制委員

会を設置し、内部統制委員会の決定に基づき内部統制の強化を図るとともに、内部監査

部の指示により必要に応じて取締役及び使用人への研修、教育を実施いたします。 

また、法令違反その他のコンプライアンスに関する事実について、取締役及び使用人

が直接情報提供を行う手段として、コンプライアンス担当取締役又は社外弁護士を情報

受領者とする社内通報制度（スクロールグループ企業倫理ホットライン）を設置し、運

用いたします。 

これらグループ全体の内部統制システム及びその運用については、内部監査部が評価

し、その結果を内部統制委員会に報告いたします。 

 

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務執行に関する情報・文書は、社内規程に基づいて保存するとともに、当

該文書は書面（電磁的記録を含む。）による集中管理を行い、取締役がいつでも閲覧でき

会 社 名 株 式 会 社  ス ク ロ ー ル 

代 表 者 名 代表取締役会長 堀 田  守 

（コード番号  ８００５   東証１部 ） 

問 合 せ 先 経営統括部経営企画課長  鈴 木 康 晴 

（ＴＥＬ  ０５３－４６４－１１１４ ） 



る状態を維持いたします。 

 

３．当社グループの損失の危機の管理に関する規程その他の体制 

グループ全体のリスク管理に関する基本的事項と体制をリスクマネジメント規程に定

めるとともに、内部監査部が組織横断的にリスク状況を把握し、適切な対応を図ります。 

なお、内部監査部は、リスク管理体制の適正性について、独立した立場から監査を実

施し、その結果を内部統制委員会に報告いたします。 

 

４．当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役会を毎月１回開催するほか必要に応じて随時開催し、重要事項の決定並びに取

締役の業務執行状況の監督等を行います。 

また、業務執行に関する詳細な事項の意思決定については、取締役及び執行役員で構

成する経営会議において慎重に協議するとともに、取締役は、取締役の職務執行に関す

る意思決定の権限を明確にした規程に則り、職務を遂行いたします。 

なお、取締役の職務の執行に関する監査は、監査等委員会が実施いたします。 

 

５．当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制 

（1）当社は、子会社管理規程に従い、グループ全体としての業務の適正を確保するため

の体制を整備します。 

（2）当社における内部統制委員会には子会社社長も参画し、内部統制委員会の決定に基

づいたグループ全体の内部統制システムを運用することで、適切な監視体制及び報告

体制を確保します。 

 

６．当社の監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項 

当社は、監査等委員会が使用人を置くことを求めた場合は、取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）の指揮命令に属さない専属の使用人を監査等委員会に配置し、監査業

務を補助します。 

 

７．前項の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項

及び監査等委員会による前項の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

監査等委員会の職務を補助する使用人の任命、人事異動、評価等については、事前に

監査等委員会の同意を得るものとし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの

独立を確保するものとします。 

 



８．当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人が当社の監査等委

員会に報告をするための体制、その他の監査等委員会への報告に関する体制 

（1）当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人は、当社の業務

や業績に影響を与える重要な事項について当社の監査等委員会に報告するものとし

ます。また、監査等委員会はいつでも必要に応じて取締役及び使用人並びに子会社の

取締役、監査役及び使用人に対して報告を求めることができます。 

（2）前項の報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない

よう必要な措置を講じるものとします。 

 

９．その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（1）監査等委員会は、決裁書の検閲や取締役会及び経営会議等重要な会議に出席するこ

とを通じて、取締役の職務遂行状況を監査します。 

また、監査等委員会は、当社の会計監査人から会計監査内容について説明を受ける

とともに、情報交換等の連携を図ります。 

（2）監査等委員が職務の執行（監査等委員の職務の執行に関するものに限る。）につい

て生じる費用の前払又は償還等の請求をした場合は、監査の職務の執行に必要でない

と明らかに認められる場合を除き、会社は速やかに当該費用又は債務を適切に処理し

ます。 

 

１０．反社会的勢力排除のための体制 

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体とは断固として対決し、

一切の関係を遮断するとともに、これらの活動を助長するような行為もいたしません。

また、自ら反社会的勢力の力を利用いたしません。万一、これら反社会的勢力とのトラ

ブル等が発生した場合には、法律の専門家や警察署等と連携し、毅然とした対応を行い

ます。 

 

以 上 

 


